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いつもお世話になっております。
ＮＩＰＲＥ大阪の藤本 陵太です。

平成29年度、新年度がスタートしました。
今年度は雇用関係の助成金制度が大き

く改正されました。雇用関係の助成金は、
雇用保険二事業といって「雇用の安定」
と「能力開発」に対して雇用対策してい
くと雇用保険法に定められており雇用保
険料が財源で運営されています。
今年度、雇用保険法に新たに「雇用保

険二事業は労働生産性の向上に失するも
のとなるように留意しつつ、行われるも
のとする」と生産性の向上について明文
化されました。改正によって、ほとんど
の雇用関係助成金が生産性がアップして
いると金額が大きく上乗せされるように
なり、また今まで以上に申請書類のボ
リュームが増えています。
助成金申請での「生産性」とは【営業

利益+人件費+減価償却費+賃借料+租税
公課÷雇用保険加入者数】で算出した数字
が、3年前より6%伸びていることが要件
です。
雇用関係助成金の申請のプロは社会保

険労務士ですが、生産性要件については、
決算書の数字のため税理士の分野です。
これからは、両方を把握していないと多
く受給につなげることが難しくなりまし
た。今年度からの助成金は、ダブルライ
センスの事務所や社会保険労務士と税理
士の連携していくことが必要となってき
た大きな改正です。

あ 人事評価制度と賃金制度見直しで最大130万円！新助成金！

29年４月より雇用保険料率が変更

生産性の向上をはかり、離職率を下げることができると、従業員の給与をアップすることができ、さらに離職率の低下に
つながります。人材不足を解消を目的とした生産性アップ、賃金アップ、離職率の低下を図る会社に対して支給される
「人事評価改善等助成金」が平成29年4月1日より新設されました。

制度整備助成：50万円
（１）人事評価制度等整備計画を作成し、

労働局長の認定を受けること
（２）認定された人事評価制度等整備計画

に基づき、整備し実施すること

目標達成助成：80万円
（１）制度整備助成の際に提出した計画書に

そって措置を実施すること
（２）生産性を６％以上伸ばすこと
（３）離職率を現状維持もしくは低下
（４）賃金を２％以上増加させること

人事評価制度と賃金制度を
整備し、実施して1年後に

合計最大：１３０万円

29年4月から雇用保険料率が
引下りました。
給与計算の際、料率変更をお願
いします。


